
































































































































































1970 11975 1980 1985 1990 1996
預金 銀行 85.5. 86.0 171.8 35.4 42.8 33.2
第2金融圏 14.5 14.0 28.2 44.6 57.2 66.8
貸出 銀行 78.4 78.7 63.4 55.2 49.5 43.5













































































'92 '93 '94 '95 '96 '97
一般銀行 不良貸出 24,248 29,324 18,526 22,944 24,439 100,900
(1.7) (I.8) _(1.0) (0.9) (0.8) (2.7)
無収益貸出 101.630 119,292 113,900 124-,839 118,739 226,521
(7.1) (7.4) (5.8) (5.?) (4.1) (6.0)
都市銀行 不良貸出 22,687 27,446. 16,318 19,998 21,056 76,700.
(1.8) (1.9) (1.0) (0.9) (0.8) (2.3)
無収益貸出 94,038 111,262 104,481 111,354 103,815 184,526
(7.4) (7.9) (6.2) (5.3) (4.1) (5.5)
地方銀行 不良貸出 1,561 1,878 2,208 2,946 3,383 24,200
(0.9) (1.0) (0,9) (1.0) (0.9) (5.8)
































































































不良債権買入 19.9 12.6 32.5
増資及び損失補填 13.2 4.3 -17.5
預金肩代り支給 7.8 6.2 14.0
小 計 40.9 23.1 64.0
_特殊銀行増資 8.0 0.5 8.5
出所 :金融監督委員会
(表5)構造調整前後の金融機関数
金融機関 構造調整以前 構造調整以後 ('99.5月末現在) 新設 現在
瓢 合併 営業停止等 計
銀 行 33 5 5 10 - 23
綜 金 社 30 16 2 18 - 12
証券会社 30. 5 1 6 '2* 32
投 信 社 31 2 5 7 - 24
保険会社 50 4 1 5 - 45
リー ス会社 25 5 5 2 22
信用金庫 231 24 3 13 40 - 191






























人員 .店舗数 (人,個) 1人当り資産 (億ウォン)1)
797年末 '98年末 増減率 (%) '97年末 '98年末 増減率(%)
一般銀行 人員店舗 114,6196177922 75,6041831 28 △39,015(△34%)994 162 5 49n.a. 76n,a. 55n.a.綜金社
リース社 人員 2,172 1,080 △ 1,092(△50%) n.a. n.a. n.a.
証券社 人員店舗 27,232134983 04 22,355ll.496487 △ 4,877(△17.9)200 4-18425 22 n.a.13.4 n.a.17.7 n.a.32保険
























金融政閑組織/人員削減 不良金融機関些理 銀行合併 金融機関海外売却 不良偉権処理 規制監督機構改編 鹿全性基準強化 規制の実効性 評価基準別総合評価
金融市場の機能回復 7.4 7.4 5.9 6.9
金融制度の安全性確俸 6.4 5.5 7.9 7.7 7.2 7.8 6.7 7.0
金融産業の効率性向上 短期的費用節減 6.6 7.4 8.0 6.2 5.5 6.7
中.長期力量強化 5.1 6.2 8.0 7.2 6.8 6.1 6.6
構造調整財源の効率的使用 6.0 6.5 6.4 4.6 5.2 6.3 7.3 6.0.










































5大4) 10大4) 30大4) 5大 lo大 30大 -5大 lo大
6.6 8.1 12.5 30.8 38.6 48.8 23.5 31.3
6.1 7.9 ll.0 31.5 38.7 48.7 25.1 33.8
7.4 9.8 12.9 30.5 37.5 47.3 25.5 33.7
7.2 9.6 13.0 27.2 32.8 41.3 24.0 32.5
7.8 10.2 13.6 27.6 34.1 41.7 24.0 32.6













区分 1987 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
大株主1人持分(A) 15.1 13.7 13.9 12.6 10.3 9.7 10.5 10.3 8.5 7.9















































































韓宝 三美 虞露 大農 韓信共営 起亜 30大財閥平均2)
負債比率 2,086 2,809 1,699 __1) 651 522 355
金融費用負担率 6.6 15.7 19.6 12.3 ld.1 6.6 4.8











































外資誘致 核心事業の選定 系列社の調整 財務の改善 其他
_現代 2002年まで85億 建設,自動車, 現代海上等9社 1999年まセ負債 大秩主(オーナ )ー
ドルの外資導入 電子,重化学, の系列からの分 比率 を194%に の私財を2002年ま
金融及びサービス 離 縮小 で2,819億ウォン出資
三星 '98年 中 に50億 電子,金融,サー 電気,電管,コ- 負債比率を1999 国内不動産 (2ドル誘致 ビス等4-5業 ニソグ3部品会 年197%,2002年 兆1,000億 ウオ
檀 社の統廃合 124%に縮小 ソ相当)の売却
大字 2000年まで70億 ■(秩)大字,自 2000年まで系列 負債比率を現在 中期資金支援,
ドル誘致 動車,重工業等 社を20社に縮小 の413.8%か ら 輸出支援及び海
主力育成 1999年 末 まで67.5%に縮小 外同伴進出の強化
LG 関連企業の売却 化学,電子,金 非主力業種の売 負債比率を1999 主要オフィスビを通じて65億ド 融,サービス部 却 年 まで199%に ルの売却
ルを調達 門の中か ら3-4琴種 縮小























































1997年末 1998年末 1999年末(目標)計画 実績
現代 5ケ2.3 - 449.3 199.7
三星 365.5 271.0 276.0 193.5
大字 473.6 - 527.0 199.5
LG 507.8 364.0 341.0 199.8
































































業 種 調整前 調整後 効 果
半導体 三星電子 三星電子 三星と合併社がメモリ半導体
現代電 合併後現代が責任経営主 の分野で世界1,2位を占め
LG半導体 体となるo 国際競争力を強化するo
石油化学 大山団地 合併して単二法人を設立し外資を誘致するo蔚山,寛川油化団地では,SK,LGを中心に構造調整を第2次に推進する○ 大山団地内の三星 .現代合併
三星綜合化学現代石油 社が世界10位圏に進入o
航空枚 三星航空枚 三星,大字,現代の-3社 大韓航空を除いた3社の合併
大字重工業 が合併し,その後に外資 により経営条件の好転が期待
現代宇宙航空大韓航空 を誘致するo されるo
鉄道車庫 現代電工 3社合併後に外資を誘致 3社合併により経営改善及び
大字重工業韓進 するo 国際競争力強化を期すo
発電設備 韓国重工業 現代の発電設備と三星の 一元化により国際競争力を強
現代重工業三星 発電設備 (ボイラー)を韓国重工業に移管し一元化するo 化するo
船舶用エソジソ 三星重工菓現代 業韓国 韓国重工業が三星の事業を引受けるo現代と韓国の2社体制o 3社体制から,現代 と韓国(重)の2社体制へo
精油 韓火エナ-ジ 現代が引受けるo 韓火の引受けにより現代が業界第3位に浮上するo






























































































































争 点 妥 結 内 容




























































1998年予算 1999年予算(秦) 増 減 主要内容
政府予算 -36,405 48,680 12,275 参加人員45万人公共勤労事業 10044 2000 9956
特別就労事業 400 1,000 600 参加人員4万人
職業訓練 3,056 2,494 △ 562 訓練人員32万人
新規失業者対策 360 360 2,850 高学歴末就業者対策(4万人,1,270億ウォン)時限付保護57万人時限付生活保護 2,122 4,9ウ2
生活費補助支援'98年時限付対策 1,4725160 3,68245 ~2,210△ 455 13万人 (月15万ウ示ソ,12月)中高校生学費補助1,000億ウォン′欠食学 昼食支援342億ウォン既存生活保護116万人失東給与15,02億ウォン職業訓練5,73億ウォン雇用安定4916
予備費 - 1,000 1,000
既存生活保護 13,791 14,527 736
非予算 20,229 33,615 13,386
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